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経済論叢(京 都大学)第151巻 第4・5・6号,1993年4・5・6月

ドイ ツ民主 共和 国 の経 済 とコ ンビナ ー ト(1)

北 村 喜 義

工 序 コン ビナー ト研 究の課題 と意義

ドイ ツ民 主 共 和 国(DDR)の 工 業 経 済 の100%近 くを 掌 握 して い た コ ン ビ

ナ ー ト体 制 は,1990年6月30日 を もってそ の歴 史 に終 止符 を打 った 。DDRと

ドイ ツ連 邦 共 和 国(BRD)の 両 政 府 が1990年5月18日 に ボ ンの 首 相 公 邸 で,

「通 貨 ・経 済 ・社 会 保 障 連合 創設 に 関す る条 約 」Pに 調 印 したの で あ る。 そ の第

1章,.基 本 原 則,第1条,第2項 は,DDRマ ル クの廃 止 とBRDマ ル クの 共

通 通 貨化 を,同 車,第2条 は,DDR憲 法 の廃止 と双 方 に よ るBRD基 本 法 の

原 則 の承 認 を,第3章,経 済連 合,Z11条(経 済 政策 の基 礎)は,DDRの 社

会 的市 場経 済 体 制へ の移行 をそ れぞ れ規 定 して い る。 さ らに,第14条(企 業 の

構 造 的適 合)は,DDR企 業 の構 造 的適 合 の促 進 の た め の両 独 政府 の協 調 措 置

1)両 独 連合条約 は6章38条 か らなる。本稿に直接関係ある部分は以下の通 りである。第1章 基

本原則。第1条(条 約の対象),第2項 双方は1990年7月1日 以降統一的な通貨地域 と共通通

貨として西独マルクを持つ通貨連合を形成す る。第2粂(原 則),第1項 双方は西独基本法の

民主的,連 邦的,社 会的基本秩序を承認する。第2項 従来の社会主義的社会 ・国家秩序に関す

る東独憲法のこれ と対立す る規定はもはや適用されない。第3章 経済連合。第11条(経 済政策

の基礎),第1項 東独はその経済 ・財政政策措 置が社会的市場経済と調和す ることを保証する。

第2項 東独は構造変化,現 代的な職場 の創出,幅 広い基盤をなす中小企業,さ らに職業の自由

と環境保護を促進す るために市場自体の力 と民間の活動を展開させる枠組を作る。第14条(企 業

の構造的適合)東 独における企業の構造的適合を促すために両独政府 は協調 して措置を講じる。

その目標は,社 会的市場経済の基礎の上に立 って企業の能力を強化 し,民 間の主導権 を発展させ

ることによってより大きな成長と将来性のある職場を作 り出すため,出 来 るだけ多 くの中小企業

をも含んだ幅広 い現代的 な経 済構 造を達成す ることである。 〈資料)VerUaguberdieSehaf・

fungeinerWahrungs一,Wirtschahs-andSozialunionzwischenBRDandDDRam18.Mai1990.

D倒 ㍑ んσ β湖48釦g一 〃,W励 砂面048,Dπ κ加 ζ加7171.な お 、,Union"は 「同盟」 と訳 され る

ことが多いが,当 条約の目指 したものは両独 の経済的一体化であるので 「連合」 と訳すのが妥当

である。
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の実施 を謳い,そ の 目標 を,社 会的市場経済の基礎 に立 っての企業能力の強化,

民 間の主導性 の発揮 による従来を上回る成長,可 能 な限 り多数 の中小企業を も

含 んだ幅広い現代 的な経 済構造の達成,と してい る。第1条,第2条 はDDR

のBRD化 を明確 に規定 し,第14条 はDDR工 業経済の支配 的形態である コン

ビナー トの解体 に照準 を合わ してお り,当 連合条約 の7月 ユ日発効の前 日を

もって25年 間 にわた って存続 した コンビナー トの組織形態 はここに消滅 した。

DDRの 「コ ンビナー ト」 とは何 か?一 言で い えば 「人民 所 有複合経 営

体」 であ る。あ るいは,「 科学技術上および経済的 に密接 に関連 し合 ってい る

種 々の産業部 門の生産過程を,一 つ に統 合 してい る大規 模 な人民所有経営体

VolkseigenerBetrieb(VEB)」 とい うこ とになろ う。 この経営 組織 を基盤 と

してDDR経 済 は独 自の成長 を遂 げたので ある。1989年 まで は,東 欧圏筆頭 の

経済実績 を誇 る 「工業国」DDRが 経済不振 をか こつ ペ ロス トロイカの影響 を

受 けるのは最 も遅い と予想 されていた。その予想 は確 かに当 った。工業経済力

において もはやBRDと は比較 にはな らなか った とはい え,DDRは 他の社 会

主義諸国が経済停滞 に悪戦苦 闘 している中にあ って,か な りの経済成長率を維

持 しつづ けたか らであ る。1960年 代の重化学工業優先 の工業化 による経済成長

は 「赤い奇跡」 と呼ばれ,1970年 代中期 には世界十大工業国 の一つに数え られ

るに至 り,1980年 代中期 に国民一人当 りのGNPは1万 ドルを上 回 って,統 一

前のDDR経 済は東欧では最高水準 に達 していた。 このような持続的経済成長

は とりわけ1979年 か ら1982年 にか けての工業 コンビナー トに基づ くDDR経 済

の再編 によ って もたらされた ものであ る。 コ ンビナー トは,生 産 の合理化,効

率的 な内部組織 を備 えた大規模生産単位 の創造,各 省 の部門間にまたが る問題

の構造 的調整,柔 軟 な計画化 と効果的な政策決定 プロセスの導入を漸次実現 し

てい ったのである。

しか し,こ の様 に順調な経済業績 も1980年 代中期 までであ った。深刻 な経 済

困難 が,ユ986/87年 の厳冬 による輸送部 門 の混 乱 とエ ネルギー供給 の逼 迫 に

よって もた らされ,物 資不足 は経 済全体 に拡大 レて いった2♪。それに もかかわ



188(384)第151巻 第4・5・6号

らず,こ の1980年 代 後 半 の経 済 業績 の後 退 の認 識 は不 十 分で あ った。 この 原 因

の 一 つ に,社 会 主 義 統 一 党(SED)の 国 家 保 安 部Staatssicherheitsdienst

(Stasi)の 存 在 が 挙 げ られ る。 ホー ネカー政 権 の 崩壊 後Stasiの 実 態 が 暴 き出

され る よ うに な った が,そ の主 要 な機 能 は 国内 の情 宣 活動 に よ ってDDRの 経

済 成 果 を喧 伝 し,SEDの 目標 に 賛 同 しない 人 々(Anderesdenkende)に 対 し

て適 宜 な措 置 を講 じる もので あ り,特 に1985年 以 後 は これ まで にない 大 規模 な

監視 シス テ ムを敷 いて い たの であ760。

1989年10月7日,DDR建 国40周 年 の 祝 典 の 日 にSED中 央 機 関 紙Neues

D躍5訪 伽4は.「DDRの 発展 は ,将 来 とも,国 民 全体 の仕 事 で あ る」 の見 出

しを掲 げ た。 同 日午 後5時,数 日前 にDDR指 導 部 の改 革 の 意志 に関 して言 及

2)DorisComelsen_,DleLユgederDDR-WirrschaftzurJahreswende1987-88」 凸inHあ 凶'η 蝕

r'ぬADeu【schesInstituteFurWinschafしsforschung ,Nr,5.〔1988).

3)HemannWeberは .そ の 著DOR♂Gr翻4r沼 ゴθrG8∫`hど ぐh'～1945-1990〔Fackeltrager,

1991}の 中 で ,澤 梛 ぬ 」)餌5c蝕 認 〔1985年2月7日 付 〕 に お け るSヒasi艮gMielkeの 次 の 見 解

を引 用 し て,Stasiの 絶 大 な 権 力 とそ の 恐 怖 を強 調 し てい る 。 「我 々 の 社 会 主 義 国 家 に ,そ して 国

民 の 安 寧 と平 和 の 確 保 を 目指 す 我 々の 社 会 主 義 国 家 の 政 策 とに 反 対 す る者 に 対 して は .社 会 主 義

権 力 は,し か る べ き痛 い 目 に 合 わ せ る 〔zuspurenbekommen)。 ・… ・・国 家 保 安 省MintSteriurn

furStaatssicherheit(MfS)の 創 設35周 年 に 際 し て
,我 々 は,党,党 書 記 長Honecker,政 府.

DDRの 労 働 者 階 級 と全 て の 勤 労 者 に 対 して 次 の様 に 断 言 す る
。 す な わ ち,共 産 主 義 の 諸 理 想 と

革 命 的 決 意 に よ って 満 た さ れ た マ ル ク ス ・ レー ニ ン主 義 政 党 へ の 揺 る ぎ な い 忠 誠 を も って
,Sta・

siは ,党 の,そ して 労 働 者 一 農 民 の あ らゆ る委 託 を妥 協 す る こ とな く実 行 す るで あ ろ う,」1195,
エ96頁)。 さ ら に,Weberは ,東 欧 に 変 革 の 動 き が 高 ま っ た 頃 か らSED指 導 部 が ,SEDの ス

ター リ ン 主 義 的 構 造 をSしasiの 助 け を 公 然 と借 りて 擁 護 し,NlfSを 拡 大 強 化 し始 め た こ と を指

摘 し,五)α ∫ぬ ぬ 〃～8η`(38号,1990年9月14日 ,17頁)のArminMitterの 論 稿..Angs[and

HilrlosichkeidndenKdpfenL」 を 引 用 し て ,S【asiの 本 構 成 員 数 は85000名.民 間 協 力 員 数 は

108000名 で あ った こ と ,そ の 監 視 シス テ ム は必 要 に応 じた 電 話 盗 聴 ,郵 便 検 閲 に よ っ て 市 民 生 活

の全 般 に まで 及 ん で い た こ と,Stasiの 網 に か ら ま っ た 者 は 無 条 件 に 拘 引 され ,何 らの 法 の 庇 護

も受 け ら れ な か っ た こ と を 述 べ て い る(1960)。 確 か に,DDR崩 壊 後 の 市 民 に よ る旧Sこasi分

子 狩 りの 凄 ま じさ は 我 々 の 知 る と.二ろ で あ り,こ れ は 市 民 のStasiに 対 す る憎 悪 の 深 さ を 表 す と

同 時 に,余 りに も多 数 の 旧Stasi要 員 の 存 在 に よ る市 民 相 互 間 の 疑 心 暗 鬼 を もた ら して い る と い

う。 次 に,1985年 以 降 のStasiの 監 視 シ ス テ ム の 拡 大 強 化 を 指 摘 し て い る の は,National
Z朗 朗g(13号 ,1990年1.月16日,4頁)で あ る 。

1990年6月7日 の 人 民 議 会 の 決 議 に 基 づ い て ,Stasiに 対 す る統 制 と調 査 の 政 府 委 員 会 が 発 足

した 。 そ の 主 要 な 調 査 課 題 は,①Stasi-SED-R。te-Armee-Frakti。n(RAF>の 結 合 の 構 造 ②

戦 後 の ス ター リ ン主 義 の 強 制 収 容 所 の 内 実 ③SED指 導 部 と こ の権 力 装 置Stasiと の 結 合 の 機

能 の 状 態,我 々 の 社 会 が 民 主 々 義 と はか くもか け 離 れ た構 造 を 発 展 さ せ る に至 った 過 程 ,で あ る 。

そ し て ③ を 最 重 要 課 題 と して い る。 加 島`z励.lahrede,DDRTexteZumAlltagsleben ,Edト
tionDeutschlandArchiv ,1990,S.129,130.
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して い た ゴル バチ ョフは 外 交辞 令 を 失す る こ とな く,し か し明 確 に,「 あ ま り

に も遅 れ て来 る者 は,命 取 りに なろ う」 と声 明 した ので あ る。 後 世 の歴 史 家 は

この ゴ.ルバ チ ョフの 声明 をDDRの 墓 銘碑 で あ った とみ るか も しれ な い4〕。 し

か し,こ の声 明 は全面 的 に正 確 で あ る とは言 え ない。 為 すべ きこ と も出来ず 遅

れ て や っ て 来 た の は,DDRで は な く ソ連 で あ る。DDRは1962年 の ソ連 の

リーベ ル マ ン提 言 を,1963年 の新経 済 シ ス テ ム(NOS)に よ って 不 徹 底 で は

あ った が 実 行 に移 す 努力 を重 ね て きた。1986年 に127コ ン ビナ ー ト,従 業 員 数

324万 名,工 業 製 品の ほぼ100%を 包 摂す るに まで至 った コ ン ビナー トの発 展 過

程 には,数 多 くの法 令 や規 則 の改 正 に継 ぐ改 正 とい う制度 的 努 力が 織 り込 まれ

て い た ので あ る。 コ ンビナ ー ト改 革 の成果 は,遅 れ てや って 来 た ソ連 の ペ ロ ス

トロイ カの実 態 よ りもペ ロス トロ イ カの 目指 す もの に近 か った 。ペ ロ ス トロ イ

カ は企業 と協 同組 合 の私 的部 門活動 の増 大 に よ る経 済 の活性 化 を 目指 した の だ

が,DDRが コ ン ビナー トの 成果(上 か らの 改革)を 盾 にベ ロ ス トロイ カへ の

追 随 を拒絶 した のはむ しろ当 然 とい うべ きで あ る。

コ ン ビナー ト改革 とペ ロス トロイ カの類似 性 は ,.生 産綱 領,原 料 調 達,販 売,

収 支決 算,新 製 品 開発 な どの 決定 権 限 を生産 単 位 に委 譲 した とい う点 にあ る。

これ に対 して両者 の本 質 的な相 違 は,ペ ロス トロイ カが経 済 の 分権 化 の徹 底 を

4)N㎝85D㎝ な`配4"ゴ(]989年IO月7付)。DieEntwicklungderDDRwirdauchinZuku口ftdas

WerkdesganzenVolkessein".40周 年 祭 典 の 主 要 ゲ ス トは ,Gorbatschow,Shiwkow,Jakes,

Jaruzelski,Ceausescuで あ っ た 。DDR市 民2～3000人 の 歓 呼 は,,,Gorbi,Gorbi",、,Wirsinddas

Volk",.GQrbi,hi且funs,"で あ っ た 。 同 日 午 後5時20分
,ゴ ル バ チ ョ フ は 演 説 し,声 明 す る 。

.Werzuspatkommt,denbestraftdasLeben."同 日 午 後6時,市 民 数 千 人 に よ る デ モ が 整 然 と 開

始 さ れ,DDR国 営 放 送ADNの テ レ ビ 塔 の 地 点 で,.LOgner,LUgner",。Pressefreiheit,

Meimlngsfreiheit."を 歓 呼 す る 。 テ レ ビ ・ レ ポ ー タ ー は こ の 模 様 を と ら え て,1953年6月17日 の

労 働 者 蜂 起 以 来,東 ベ ル リ ン で の 最 初 の 大 規 模 な 抗 餓 デ モ で あ る と 報 道 し た 。(Hannes

Bahrmann/ChristophLinks.WirrinddosVolkDieDDRimAu「bruc卜EineChronik
,ユ990,S,

8-9,

早 く も,HansJoaehimWarbecklま,そ の 著,Dゴ8D8幽`ノ`fRf"勉 ∠ρη!989/1990,Bedin

Verlag,1991's.44.の 中 で,。Werzuspatk。 ㎜t
,denbes冒altdasLeben"fit一 勧 一 失 脚 の

最 初 の ヒ ン ト と み な し 得 る と して い る 。 さ ら にWarbeckは,ホ ー ネ カ ー 政 権 が ポ ー ラ ン ド と ハ ン

ガ リ ー で 進 行 し て い る 改 革 プ ロ セ ス の 影 響 は 国 内 の 引 き締 め に よ7て 阻 止 出 来 る と し
,ま た,ゴ

ル バ チ ョ フ の 近 々 の 失 脚 を 予 想 し て い た た め に
,ソ 連 側 の 改 革 の プ ロ セ ス は 受 け 入 れ 難 い も の で

あ る と 考 え て い た と し て い る 。
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図 った の に対 して,コ ン ビナ ー ト改革 は,上 級指 導 機 関(1966年 か らは工 業各

省)か ら 中 級 指 導 機 関(1966年 か ら1979年 ま で は,人 民 所 有 経 営 体 連 合

(VVB)と コ ン ビナー トの 並 存,1980年 以後 は コ ン ビナー トに一本 化)へ の,

そ して ま た 中級 指 導 機 関か ら生 産単 位 と して の人 民所 有 経営 体(VEB)へ の

決 定権 限 の部 分的 委譲 とい う,上 級 中級指 轍 関 の権 職 務 の過 重負 担 の軽

減 を 目指 した点 にあ った。1980年 代 に入 ってか らのDDR工 業 の発 展 は この よ

うな1979年 か ら1982年 にか けての コ ンビナ ー ト改革 努力 の成果 なの で あ り,こ

の努 力が ゴルバ チ ョフ時代 に先 立 った こ とは軽 視 され て は な らない 。 しか も,

DDRに お け るコ ンビ ナー トの概 念 と構 想 は ソ連 に その 源 を発 して い る。 ホー

ネ カー政権 が ソ連 の追 随 を許 さ ない 程の有 効性 を具 えた コ ンビナー トの組 織 化

に成 功 した時,DDRは もは や そ の途 を変更 す る事 は出来 な くな っ てい た 。逆

説 的 に言 えば,DDRの 終 焉 はそ の コ ン ビナ ー ト改 革 の成 功 の故 に もた ら され

た ので あ る。

DDRに お い て も社 会 主 義 的 生 産様 式 の 上部 構 造 た る政 治権 力 が 経 済 ・社

会 ・文 化 を も支 配 統 制 す る傾 向 を有 して い た。 よ って,DDR経 済 の分析 は経

済 と政 治 の複 合体 の分 析 とな らざる を得 ない 。 したが って 本稿 で は,政 府 統計,

法 令 を踏 ま えての'経済分 析 に加 え,さ ら に政 策 担 当者 の発 言 内容 か ら統 計 と法

令 の検 証 を行 う とい う手 法 もで きるか ぎ り採 りた い。

そ れで は現 時 点 に お け る コ ン ビナー トの 分 析 の意 義 は どこ に あ る のだ ろ う

か?第_に,DDR経 済 史 は コ ン ビナー トの 歴 史 に収 斂 した こ とで あ る。

DDR経 済 史 は経 済改 革 史で あ った と も言 え るほ ど,上 か らの経 済 改 革 の連 続

で あ った 。 そ して そ の最終 段 階 が コ ンビナ ー ト25年 の歴 史過 程で あ り,よ って

コ ン ビナ_ト の特 質 がDDR経 済 その もの の特 質 を規 定 した と言 うこ とが で き

る。 コ ン ビナ ー トの 発展 と.停滞 とは,DDR経 済 の 可 能性 と限 界 を意 味 した。

DDRのBRDに 対す る敗北 の主因 をDDR経 済 の失速に求めることがで きる

とす ると,コ ンビナー トの構造分析 こそDDR経 済史解明のための基本作業で

あ るとい うことがで きるのであ る。第二に,DDRの コンビナー トとBRDの
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コ ン ツェル ン との問 に相 当 の類 似性 が認 め られ る こ とであ る。技 術 開 発,投 資

計 画,細 密 な生 産 過程,新 たな 商品改 良計画等 に よ り,各 組 織 間 の協 力 関係 を

通 して コ ン ビナ ー トが 合理 的経 営,良 質 ・豊富 な情報 の交換 ,費 用 の軽 減 と売

上 の増 加 に よる収益 の増 大,部 品供 給経 営体 の垂 直組 織 的組 み込 み等 に最 も適

合 した組 織 形 態 と して登 場 し発展 して きた こ とは否め な い。 さ らに ,複 雑 高 度

な技術 を利 用す る多 岐 に専 門化 した部 分過 程 に生 産が 分岐 し,そ の統 合管 理 が

一層 困難 とな る生 産技 術段 階 に あ
って,コ ン ビナ ー トが 大 規模 生 産 単位 と して

新 た な市 場 とそ の変動 へ の柔軟 な対 応,専 門技 術 の効 果 的 な 開発 と利 用 ,労 働

力 の合 理 的移 動 等 を達 成 で きる手段 と して重 視 され相 当程 度 の成果 を収 め て き

た こ と も軽 視 で きな い。 しか し,コ ン ビナー トが 総 裁(Generaldirektor)の

手 に独 裁 的 ともいえ る管理 運営 の権 限 を与 え る事 に よ って重 複 した 各省 庁 の 管

轄権 の 整 理統 合 を図 ろ うと した こ とは,DDRの 代 表 的 コ ン ビナ ー トとBRD

第1表DDRの コ ンビナー トとBRDの 売上高上位10グ ループ(1989年 〉

DDR売 上高 従業員数 主な事業内容

　i　　蕪:　 i　 i!:1　 靴,iiii言dt　 !厘 団 　§§1講 ・,1墜,餌

購 轟 　 inSachsearl-Marx-Stadt.SchmarzePumpe",Leunaat,Bitterfeld",Bitterfbinat,WilhelmPieck",:ld　580700370300購 鰍 一

Mikroelektron

Qualitats-und・ 旨、。鷺{目 蓋}一K。 。Eisleben7747000binat7559000,垂 繍 属

Brandenbur呂7534000鋼 鉄

BRD売 上 高 従葉 員数 主 な事 業内容

Daimler-
Siemens.
Volkswae
Veba.Do
Badische;enz,StuttgarMunchenn(VW),VolfsbseldorfAnilln-undSo;:afabrik(BAS,,735ED594592426圏33900035300025200085000・量 麗 筆 濠 騨 ・・

,Ludwigshafen424135000日
oechst,Frankfurta.闘.410165000

Bayer,Leverkusen405166000

Thyssen,Duisburg

辮}翻8礁 徽 作Bosch,Stuttgart

Rheinisch-WestfAlisches

Elekt・i・itats騨e・k(R肥)・Essen25676000肋
.石炭,カ ス.徽 品

(資 料)Uw・Jen・(H盤9・),D・ ・σ励 ・・ 砺 ・ 褥X㈱_4伽 幡 。傾 。翼.6舶 。。.畝 。 愉.凌.

twinschaft,Beden・Baden,199ユ,S,130 .

注;M(MarkderDDR)とDM(DeutscheMark)と の 交 換 比 率 は 一 義 的 で は な い の で 売 上 高

の 比 較 は 困 難 で あ る。
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の巨 大 企 業 と を極 め て対 照 的 な もの に してい る。 第1表 は,DDRコ ン ビナー

トとBRDの 売 上 高 上位10生 産 グルー プの規模 を示 した もの で あ る。1986年 の

DDRの127コ ン ビナー ト,従 業 員 数324万 名 とはい って も,DDRの 従 業 員 数

第1位 の 木 綿 コ ン ビナー ト(70000名)は,BRDの 従 業 員 数 第10位 のRWE

(76000名)に よ うや く並 ぶ に過 ぎ ない 。 この意味 でDDRの コ ン ビナー トは規

模 に お い てBRDの 巨 大 企 業 に比 肩 す る もの で は な い が,DDRの127コ ン ビ

ナー トが 工 業 製 品 の ほぼ100%を 生 産 して いた こ とは 極 め て重 要 で あ る。す な

わ ち,組 織 論か ら見 れ ば不可 避 の運 動 方向 と しての独 占的経 営 組織 へ の収斂 形

態 こそがDDRの コ ン ビナ ー ト形 態で あ り,ま たBRDの 独 占巨 大 資 本 形態 で

あ る とす れ ば,コ ン ビナ ー トの構 造分 析 は 旧DDRの 今 後 の工 業経 営 組 織 を展

望す る上 で 少 なか らぬ 意義 を有 す る もの に な ろ う。

Hコ ンビナ ー トの状 況

1コ ン ビ ナ ー トの 格 差

第2表 は1987年 の 各 産 業 部 門 に お け る コ ン ビ ナ ー ト 数,経 営 体 数,従 業 員 数,

設 備 資 産 額,生 産 額 と1972～87年 の 変 動 を 示 し た も の で あ る 。1工 業 コ ン ビ

ナ ー ト 当 り の 経 営 体 数 は ば ら つ き が あ り,例 え ば 工 作 機 械 製 造 の4コ ン ビ ナ ー

ト5〕は 各 々2万 名 の 従 業 員 と16の 経 営 体 を 擁 し て い た し,ま た 化 学 工 業 の14コ

ン ビ ナ ー ト6)は 総 計309の 経 営 体 を 有 し て い た 。 こ れ ら は,規 模 的 に 見 て 平 均

的 で あ り,均 質 的 な コ ン ビ ナ ー ト で あ る と さ れ て い る71。 こ れ と 対 照 的 な も の

が ト リ コ ッ ト 製 品 コ ン ビ ナ ー トKarl-Marx-Stadt`(現 在Chemnitz)で あ る 。

こ れ は158も の 経 営 体 か ら 成 立 し 、58000名 も の 従 業 員 を 擁 し て い た 。 そ の 経 営

5)コ ン ビ ナ ー ト変 電 器 製 造.HebertWarnke",Erfurt,工 作 機 械 製 造 コ ン ビ ナ ー ト ・70ktQbeτ"・

Berlin(05t>,工 作 機 械 製 造 コ ン ビナ ー ト,Schma[Ralden,工 作 機 械 製 造 コ ン ビ ナ ー ト,,Fritz

Heckert",Karl-Marx-Stadt(現 在Chemnitz)の4コ ン ビナ ー トで あ る。

6)ChemischeWerke,B皿a,Schkopau;KombinatAgrochemie,Piesteritz,Luしherstadt

Wittenberg;Kosmetikkombi耐,Berlin(Ost>}KombinatSYS,Schwarzheide;KombinaヒTech.

nischeTextilien,Schlothen;Chemiekombinat,Biしterfeτd;Schwermaschinenbaukomb五natKarl

Liebknecht,Magdeburg;Chemieanlagenbaukombinaヒ,Leipzlg-Grimmaな どで あ る 。

7)Dど8Wr'「 ≠5`ん"西,SonderaufgabezurLeipzigerHerbstmesse1981,S,6、
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規模 はぼ らつ きが激 し く,最 大 の経 営体 の従業 員 数 は3200名,最 小 の それ は20

名 にす ぎ ない.さ らに,こ の コ ンビナー トの生 産工場 は71ケ 所,11県 に分 散 し

て い た。 ま た製 靴 コ ン ビナ ー トWeiBenfelsも,経 営 体数90,従 業 員W2000

名 とい う大 規模 な もので あ った8,。

この よ うな巨 大 コ ンビナー トは合 併 につ ぐ合併 に よ って成 立 したの で あ った

第2表1972年 と87年 における,工 業各部 門の経営体数,従 業員数,生 産額

1972年 一・87年(%)(従 業員数には徒弟を含まず;生 産額は1972年 と1987年の当年価格

での製品供出価額)

経営体数 従業員数 生 産 額{轄 亙00万マ融)

漁雌 .4瓢)46(0.4鶉)→49(1

(6.52鉛)+3

186534(6.3匿}一 噸227438(7,0実}
+40904(21.9諾)

9152(5.45%
30205)マ §§457(71.1x)・4瓢}

化学 工業 738(6.9)一
一490き 急8(7.2

.4%))

329157(11.0)→337245(10.4}
+8088(2 .46瓢}

23585(14.0)→107290(20,

+83695(354.9鋤

金属 工業 39(0.37}→420.2)
+3(7.69鴇)

'22991(4.1)一+138136(4

+15145(12.31%)・3)
12979(7.7)一.50311
+37332(287.6%～9・4)

建設室皇 470(4.4)一136(4
-334(71 .1%)。)

93828(3.z1一,94169(3,0}

341(0.36瓢}

`
3343(2,0)一 →10680(2.0)

+7337(219.5話}

水利経 済 16(望 も5翻6(。 ・47} 19280〔O.7)→25858(O,8)
+6578(34.ix} 聾 】(皇鵡)乃7引 §象～o・6)

懸 顛
2630(24.7),1163
-1467(55

.8%)(34.。)

8396解{1弓4§1→987118(29

(15.18%)・9》
41167(24.5
+66675)マ107161『 各謡0・2

籠血1蚕桑
733(6.9}→306{8,9}

(58.25%}一427

404498(13.6)一 ・468273(14.5》
+63775(15,77鶉)

17159(10.2)一 →46818(8.8)

+29659(172.8紛

琶モ罷業)
3523(33.D→743
-2780(78

.9毘)(21.7〕

487826(16,4)→486617(15,0}
一1209(24

,7汚)

190ユ1(11.3)一 →53414(10.0
+34403(180.96髭}

織物工業 1244(11-
10ラ1→}器(4.9.5%))

257504(8.7)一 →217454(6,7)
一40050〔15 .55毘)

11806(7.03)一 う32431〔6.1)
+20625(174.7諾)

食料 品工婁 1202(晶 乙3で558(16.
53.58%)

233048(7,8)一 →275940(8,5)
+42892(18.40%)

28861(17,2}一 一噛82076(15.4
+53215(184.4塔}

総 計 10641(100}→3423

.7218(67呈9呈;

2974304(1〔 》0}一}3238248(100)

+263944〔8.87饗}

167905(100,→533444(loo)
1679煙500万 眺一→5334憧4400万 闘
+3655撞3900万M(217.7幻

(資 料)5泌 魏 ご5ζゐ85」4ゐrδ翫h1988血DDR,Be由r瓦S,138-139.Statstica'PocketBookof

GDR1988,Berlin,PP,45-47.か ら 作 成 。 但 し,端 数 は 四捨 五 入 。 価 額 は 製 品 供 出 価 額

で あ り当年 報 告 に 基 づ く。

な お,「 軽 工 業 」"Leichtindustrie"と1よ.DDRで は 非 金 属 の 消 費 財 製 品 と 部 品 の 製 造 工

業 を指 す 。 具 体 的 に は,セ ル ロ ー ズ(繊 維 素)工 業,バ ル ブ工 業,印 刷 工 業,既 製 服 製

造 業,皮 革 ・靴 ・毛 皮 製 品 手 業,ガ ラ ス ・陶 磁 器 工 業 で あ る 。 な お,織 物 工 業 と食 料 品

工 業 は 軽 工 業 に は 入 れ ら れ て い な い 。(Ψbrfε 酌 鷹 ゐ 伽 廉oη ρ加8502コ 口'f㎜ 風BeHin

(Ost),1989,S,570)o

B)DieW:.犀5`ん げ}vom6.6.1980:.



194(390)第151巻 第4・5・6号

が,統 合 に よ る規 模 の 拡大 の傾 向が 避 けが たい もので あ った こ とは 当時 か ら し

ば しば指 摘 され て い た91。 そ の最 大 規 模 の合 併 の 一つ に1984年1月1日 発効 の

コ ン ビ ナー トVEBWittol(LutherstadtWittenberg)と 石 油 コ ン ビ ナー ト

(PetrochemischesKombinatPCK)VEBSchwedtの 合 併 が あ る。 コ ン ビナー

トWittolは,従 業 員2000名 の欧 州 最 大 の臓 燭 製 造 経 営 体 で あ った1m。 合 併 に

よ る経 営体 数 の減 少 は第2表 か ら も読 み取 れ るが,そ れ を よ り明 白 に表 した も

のが 第3'表 で あ る。 これ によ り,1950年 と比 較 した 場合,1981年 に は従 業 員 数

が1.5倍 に増 加 す る一 方 で,経 営 体 数が1/6に も減 少 してい るこ とが わ か る。

さ らに,中 央指 導 型 コ ン ビナー トと県 指導 型 コ ンビナー トを比較 した 第4,

第5,第6の 各表 か ら以下 の点 が 看取 で きる。工 業 部 門 におい て は県 指導 型 コ

ン ビナー トに対 して 中央 指導 型 コ ンビナー トが,従 業員 数,設 備資 産 額,生 産

額 の圧 倒 的 大 部 分 を絶 対 数(93.2～94.8%)に お い て も1コ ン ビナー ト当 り

(91.0～93.2%)に お いて も占め て い る。 ところが従 業 員一 人 当 りの 設備 資 産.

第3表 合併 によ る経 営体 の数 の減少

(1950年 の 工 業 関係 の経 営体 の総 数26479,従 業 員数 総計2046364名,工 業 総 生

産額273億6700万 マ ルクを,そ れ ぞれ100と す る)

年 醜 体賎 貝駐 産 年 経帥 銭 買塗生産 年 経宮体貸業貝塗生産 年 経宮体躁 員 総生産

1949 95 79 1971 48 139 565 1977 25 148 807 【983 15 152 1040

1950 100 too 100 1972 41 142 599 1978 24 148 845 1984 14 153 1084

1955 76 124 190 1973 39 143 640 1979 22 149 884 1985 L4 154 1131

1960 68 135 294 1974 36 145 685 1980 19 正50 925 1986 14 154 1173

1965 59 137 392 1975 一33 146 727 1981 16 150 968 1987 13 153 1210

1970 49 138 535 1976 28 147 770 1982 16 151 999

(資 料)5翅 魏 配 ぬ65」畝r蝕`ん1988derDDR,S.138.

g)DieI紡'KS`haftvom29.9.1980,24.2.1981,27.5.1981.

10)Dご8W'π5醜 ψ,SonderaufgabezurLeipzigerFrUhjahrsmessel981.DDRの 百 油 化 学 のz大 コ

ン ビ ナ ー トは こ のPCKSchwedtとLeuna-Werke.W21tΩrUlblicht"で あ っ た 。
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額 で は 中 央 指導 型 コ ンビナ ー トと県 指 導型 コ ンビ ナー トの相 対 比 率 は69.8対

30.2と な り,し か も生 産 額で は56.8対43.2に まで接 近 して い るので あ る。す な

わ ち,県 指 導 型 コ ン ビナ ー トは1コ ンビナー ト当 りの設備 資 産 額(2億1千 万

M)が 中央 指 導 型 コ ンビ ナー トの設備 資 産 額(48億1千 万M)の4.4%で あ る

に もか か わ らず,従 業員 一 人 当 りの 生 産額(12万710M)は 中央 指 導 型 コ ン ビ

ナー トの生 産 額(16万917M)の75.0%に も達 して い るので あ る。 そ して この

いわ ゆ る国営 と県営 の コ ン ビナ ー トの従業 員 一 人 当 りの生 産額 の対 照 性 は,土

木 ・建 設 部 門 にお い て一層 強 い もの とな ってい る。 す なわ ち,土 木 ・建設 部 門

で は県指 導 型 コ ン ビナー トに対す る中央 指導 型 コ ン ビナー トが従 業 員 数 設 備

資 産 額,生 産 額 に 占め る割合 は61.6-74.1%で あ り,1コ ン ビナ ー トが それ ぞ

れ に 占め る割 合 も65.7～70.5%と 均 衡が とれ て お り,さ ら に従 業 員 一 人当 りの

設 備 資 産 額 で も中央 指 導 型 コ ン ビナ ー ト(13万2530M)と 県 指 導 型 コ ン ビ

ナ ー ト(7万5140M)の 相 対 比 率 は63.8対36.2で あ り他 の諸 条 件 と均衡 して

い る。 と ころ が,従 業 員 一 人当 りの 生産 額 は,中 央指 導 型 コ ンビナ ー ト10万

1980M,県 指 導 型 コ ン ビナ ー ト10万2760Mと い うよ う に逆 転 して い る。 本

来 な らぼ,従 業 員 一 人 当 りの設 備 資 産 額 の比 率 か らみ る と中央 指 導 型 コ ン ビ

ナー ト13万624M,県 指 導 型 コ ンビナー ト7万4ユ15Mと な るべ きで あ る。 さ

らに規 模 の経 済 を考慮 に入れ れ ば,中 央 指導 型 コ ン ビナー トの生 産効 率 は県 指

導 型 コ ン ビナ ー トの生 産効 率 と比較 して極 めて 低 い と言 え よ う。 この事 は,工

業 部 門 に おい て 中央指 導 型 コ ンビナー トが そ の規模 の経 済 を生 か し切 れ な い不

効 率 を 内包 して い る こ とを示 してい る。 さ らに 中央指 導 型 コ ン ビナ ー トは県 指

導 型 コ ン ビナ ー トよ りもそ の存 続 を強 く保 証 され て い る。従 って 県指 導 型 コ ン

ビナー トよ り も中央 指導 型 コ ン ビナー トの方が 投資 に伴 う危険 を考慮 す る必 要

が 少 な く,こ こに コ ルナ イ ・ヤー ノシ ュの言 う ところ の 「投 資 渇 望 と拡 張 ドラ

イ ブInvestmenthungerandExpansiondrive」nlが 生 み 出 され る要 因 を求め る

11)海nosKomai,`IEconomicsofSho汽age,,,1983.;企 業 のmanagersの 行 動 のmotivationsの 一

つ は仕 事 と の 一 体 化 と仕 事 の順 調 な 進 展 で あ る。 … … 社 会 主 義 経 済 に あ っ て は 上 位 の 官 庁 が 企/
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ことがで き る。

2最:大 の コ ン ビナ ー トRobotronの 課 題

第4表 に見 る よ うに1987年 にお け る工 業 部 門の1コ ン ビナー ト当 りの平 均 従

業員 数 は 中央 指導 型 コ ンビナ ー ト21300名,県 指 導 型 コ ン ビナー ト2100名 で あ

る。 そ の 中で も最大 の コ ン ビナー トは,マ イ クロエ レク トロニ ク ス,コ ン ピ ュ

ター,事 務 機 器 を製 造 す るVEBKombinatRobotron(Dresden)で あ り,そ

の従 業 員 数 は69000名 で あ った 。 この 人民 所 有 経 営 体 コ ン ビナ ー トRobotron

は1969年4月1日 に創 設 され,11の 生産 経 営 体 を擁 して い た='oRobotronの

規模 と 目標 課 題 は,1981年4月 ラ イプ ツ ィヒで 開 催 され たSED中 央委 員 会 セ

ミナ19に お け るRobotron総 裁WolfgangSieger"'の 報 告 か ら観察 す る事 が

＼ 業 の 上級 のmanagersを 任 命 し,こ れ,ら のmanagersは 下 位 のmanagersを 任 命 す る。 … … こ の

従 属 の 垂 直 連 鎖 の も とで はmanagersのmotivationは 上 役 の 覚 え を めで た くす る こ と に あ る。

中 央 指 令 経 済 は こ の傾 向 を 強 め る 。 … … 生 産 量 に比 例 す る ボ ー ナ ー スは 企 業 の 生 産 量 増 大 の 努 力

を 強 め る 。 … … 中 央 指 令 経 済 は 計 画 指 令 に よ っ て 全 て を 補 助 し て 増 産 さ せ よ う と す る(PP.

61-63)。 社 会 主 義 経 済 に お い て は 投 資 を 望 ま な い 企 業 は な く投 資 渇 望 は 永 遠 に 増 大 し続 け る。

・… ・社 会 主 義 経 済 の 企 業 リー ダー の 「成 長 しな げ れ ば な らな い 」 とい う思 考 と行 動 は 「本 能 」 と

化 し,「 拡 張 ド ラ イ ブ」 は 「増 産 ドラ イ ブ」 と い う飽 くな き生 産 要 求 を生 む 。 ・・・… 「拡 張 ドラ イ

ブ」 こそ が 飽 くな き 「投 資 渇 望 」 を説 明 す る。 経 済 の ヒエ ラ ル キ ー の全 段 階 に 「拡 張 ドラ イ ブ 」

は見 られ,投 資 源 の 配 分 に も 「拡 張 ドラ イ ブ 」が 蔓 延 す る と各 チ ー ム,各 企 業,各 省 庁 ば よ り多

くの 投 資 を め ぐ って 競 争 す る。 … … 「拡 張 ドラ イ ブ」 は 「投 資 渇 望 」 を 無 限 に 推 進 し よ う とす る

が,「 投 資 渇 望 」 は 失 敗 も し くは 損 失 に よ っ て 阻 止 され る こ と は な い(PP.191-195)。 「不 足 」 は

「不 足 」 を 生 む 。 「不 足 」 が 激 し くなれ ば な る 程,ま す ま す 経 済 は 「拡 張 ドラ イ ブ 」 と そ れ に つ な

が る 「投 資 渇 望 」 そ して 「増 産 ドラ イ ブ」 とそ れ につ らな る物 資 退 蔵 の 傾 向 そ して 「輸 出 ド ラ イ

ブ」 を 強 め る(P.551)。 な お コ ル ナ イ は 「不 足 」 の 概 念 の 源 泉 を マ ル ク ス の 『資 本 論 」 第1巻

の23章,24章,第3巻 の14章,15章,そ して ケ イ ンズ の 失 業 ・マ ク ロ ・需 要 ・投 資 の 関 係 に 関 す

る著 作(1936年)か ら得 た と して い る 〔TheSocialistSystem,Prinston,1992,pp.228-229)。

12)DieI砺'π5`hψvom2・5・1982・

13)KombinateimKampfumdieDurchfiihrungder6konomi∫chenStrategiedesXPaaeitages,

"SeminardesZemralkomiこeesderSEDmiヒdenGeneralderektorenderzentralgeleitetenKom・

binate",DietzVerlagBerli匝,1981,S.105-118.

14)な お,ズ ィー ガ ー は1982年 に 退 任 し,FriζdriuhWukurkaが そ の 後 任 と な り,1990年8月 差8

年 間 そ の 座 に あ っ た 。 ズ ィー ガ ー の ドイ ツ統 一 後 の 変 身 は,朝 日新 聞(1990年12月21日 付)に も

取 り上 げ られ た 。 そ れ は,か つ て 東 側 経 済 圏 最 大 の ハ イ テ ク ・コ ン ビナ ー ト ・ロ ボ トロ ンは コ ン

ピ ュ ー ター,テ レ ビ,軍 事 用 電 子 部 品 な ど を社 会 主 義 陣 営 に供 給 して きた,ズ ィー ガ'一はSED

内 改 革 派 で あ っ た が,民 主 化 の 激 動 の 中 で ド レー スデ ン委 員 会 の 同 志 と集 団離 党 し,統 一 後 は ロ

ボ トロ ン時 代 の 経 験 と人 脈 を生 か して 西 独 資 本 の オ フ ィス 総 合 デ ザ イ ン企 業 ドレー ス デ ン現 地/
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第4表 ユコ ンビナー ト当 りの従 業員 数,設 備資 産額,生 産額 。

1従 業 員当 りの設 備資 産額,生 産額 の算 出に よる 中央 指 導型 と県指 導型 の 内容

比較 。

1987年(%〉 は各項目に於 ける中央指導型と県指導型の比率を示す。

コンビナーft 糠 賊(鞄1000人) 陥 醸額(鞭10劇) 生産額.(鞄10酬)

中 央 指導 型 コ ン ビナ ー
ト 工 業部 門

126

1コ ンけ 一1当 り ⇒

2684,0(93.2毘 》

21.30(91.0器)

牒 員一梢o⇒

606.5〔96.9%)

4.81(95.8鑑}

22万5969M(69.8%.

431.9(94.8%)

3.43(93,2笥

16万917M(56.8蚤)...一

県 指導 型 コン ビナ ー ト
工 業部 門

93

1コ ンけ 一階 り ⇒

195.5(6.8毘}

2.10(9.0瓢}

躁 買一人当り ⇒

19.1〔3.1勤

O.21(4.2鬼}

9万7690M(30.2毘

23,6(5.2瓢)

O.25(6.8瓢}

12万710M(43.2%}

中央指 導 型 コ ンビナ ー
ト 土木.建 設部 門

21

1コ ンビナー1当 り ⇔

252.0(61.8器)

12.00(70.5メ)

蝶 貝一人当り 薗

33.4〔74.1%)

1.59(65.7瓢}

13万2530M(63,8瓢

25.7(61.6%)

1.22(70.1霜}

10万1980M(49.8覧)

県指 導型 コン ビナ ー ト
土木 ・建 設部 門

31

1コ ンビナー1勤 ⇒

!55.7(38.2毘)

5.02(29.5巽)

躁 員一人当o⇔

11.7(25.9瓢)

O.83(34.3嵩)

7万5140M(36.2彰

16.0(38.4完)

O.52(29.9瓢)

10万2780M(50.2饗)

中央 指導 型 コ ンビナ ー
ト 輸 送 部門 1、 、,ナ.,当 り 島

36.6(】9.7鬼}

1220(58.2毘)

醸 員一人勤 ⇔

15.6〔45.2瑚

5.20(82.4器}

42万6220醐(77.1%

6.7(38.7%)

2.23(78.2笥

18万3060M(72.1%)

県指 導型 コン ビナ ー ト
輸 送部 門 Pン,ナ,1当 り隅

149.3(80.3%)

8.78(41.8鶉)

骸 員一人当り 南

18.9〔54.8毘)

】.11(17.6勾

12万6590M(22.9器

10.6(61.3笥

O.62(21.8%}

7万990団(27.9曳)

中央 指導 型 コ ン ビナ ー穀物
卜 農業 ・林 業.
加 工 業部 門

15

】]ン ヒナー1当 り ⇒

100.1

6.67

鵬 買一人当り⇒

27.1

】,80

27万720閉

中央 指導 型 コン ビナ ー
ト その他 の部 門 P、,ナ.1当 り £

60.2

7.50

徒業員一人当り⇒

7.0

0.87

U万6270M

(資料>5臨`ご5`β`Ar5」 αゐrδ翼`ゐ1938ゐrDD尺,Berlin,S.103,よ り作成。

で き る。 これ は 各 中 央 指 導 コ ン ビ ナ ー ト総 裁 の 基 調 報 告 の 一 つ と して 行 わ れ た

もの で あ る 。 こ の 報 告 の 要 約 は 以 下 の と お りで あ る。

(1)第10回 党 大 会 に 向 け て の 社 会 主 義 労 働 競 争=5[に お い て,Robotronコ ン ビ

＼法人(従 業員25名)社 長に転身 した,彼 の給料は総裁時代 と変わ らない という要旨である。ここ

で銘記され るべきことは,従 業員69000名 で あったコンビナー ト・ロボ トロンの総裁の給料と西

側資本主義世界の従業員25名 の小企業の社長の給料 とがほぼ等 しいとい うことであ る。社会主義

体制の支配層の特権とは現金収入の絶対額の大 きさではな く,別 のところにあ ったということに

なろう。

15>.SoziahstiseherWettbewerb"。BRDの 経 済界でWettbewerbと い えばKonkurrer協 と同義で

あ り,「 強烈 な競 り合 い」 のニュア ンスを持つが,DDRで は経済界 的 自由競 争がないので

Konkurrenzと い う言葉は経済では使われていない。その代わ りにWeubewerbが 肯定的ニュ/
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第5表1987年 段 階 に お ける,中 央 指導 と県 指導 の コ ンビナー トの工 業部 門,土 木 と

建設 部 門,輸 送 部 門,農 業 ・林 業 ・穀物 加工 業部 門,そ の他 の部 門 にお け る,

コ ンビ ナー ト数 ,従 業 員 数,設 備 資 産額(1986年 度),生 産 額(1987年,時 価;製

品供出価格)

コンビナート盈 隙 目(191000入) 設飼育醐 〔単位10億盟) 生産諏鞄10億 陶

甲虫指導聖コンビナート 工 業 葦耶F「 二26 2684.Q 606.5 431.9

鮨 鯉 コンけ 一1工 業 部 門 93 195.5 19.1 23.6

中央指導型コンビナート 土木 ・建設部門 21 252.0 33.4 25.7

県指導聖コンビナート 土本 ・建設部門 3! 155.7 11.7 16.0

中央指導塁コンビナー　 輸 送onr『 3 36.6 15.6 6.7

賄 軽 コンけ 一1運 輸 部 門 エ7 呈49.3 18..9 10.6

中喪指導型コンビナート 員韮・博粟・頼駒加工婁部門 恥5 LOO.1 27.1

中央櫛導型コンピナー1そ の飽の部日 8 60.2 7.0

(資 料)5如`ゴ ∫々 ∫`AaJahrbuch1988derDD尺,Berlin .S.103,

第6表1970年 から1987年 までのコンビナー トの数の変化,そ して従業員数)工 業製

品生産額,国 内向け最終生産物額,輸 出額の全国規模 と県規模 にお ける中央指

導コ ンビナー トと県指導 コンビナー トの占める割合

中央 指導 コン ビナー ト 県 指 導 コ ン ビ ナ ー ト

年度 コンヒナー激 賎 員数工㍊雌 産囲翻附難生醐 輸出醤 コンビナー膿 建業買譲 工婁要品生産糎 国内向け貴静生産雪 輪出頭

1970 35 33晃 33箔 6踏 38鑑

【975 45 36 43 7 45

1980 130 98 99 97 99

1981 133 93 too 【00 99 93 92踏 94鬼 97毘 85鴬

止982 置33 98 100 100 99 93 93 94 97 88

1983 132 98 loo 100 99 93 94 95 97 95

1984 133 98 100 正00 100 93 94 95 97 95

1985 129 98 100 too 100 95 95 95 97 96

1986 127 98 [00 100 100 95 95 95 97 97

1987 126 98 100 100 100 93 95 95 97 96

(資料)5故 ・'・伽'翫 ・々肋 ・々 ・ゾ`ゐ・GermanDem・ 傭 で。R・卿'`・1988 ,p.45,

＼ ア ンス を 込 め て 使 用 さ れ て い る。 す な わ ち,「 勤 労 者 達 が 同 志 的 協 力 に よ っ て 労 働 生 産 性 を 高 め

る べ く,最 高 の作 業 能力 を 目指 し て努 力 す る 」 とい う意 味 で あ り,必 ず しも複 数 の 者 が 順 位 を 争

うわ けで は な く,一 人 だ け の 場 合 で もあ り得 る(肪 舵r6μ`A4βrδ 々oπo溺ご850g'α〃5〃恥,Berlin

(Ost>,1989,S.848-849)o
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ナー トは約70000名 の従業 員 を擁 し,そ の 内12700名 がSED党 員 】5,であ り,党

綱 領 の実現 を 目指 して効 果 的な 闘争 を展 開 してい る。

(2}1980年 度 の工 業 製 品生 産 の増 加 は1億 マ ル クで あ り,そ の うち の460万 マ

ル クが 一般 消 費財で あ った。

(3)党 決議 内容 の実現 に向 けて,1978年 改組 以 来 の コ ンビナ ー トの指 導 の再 強

化 が一 段 と促 進 され た。1978年 の労 働 生 産性 の 向上 は,6.7%で あ った が,

1979年 に は11,1%を 達 成 す るに至 った。そ して1980年 度 の主 要 指 標 にお け る

10%以 上 の増 大 の達 成 が1981年 か ら1985年 迄 の五 ケ年計 画達 成 の前提 条 件 で

あ る。 さ らに,こ のユ0%以 上 の増 大 のた めの前 提 条 件 は,工 業 製 品生 産 が 平

均1%,純 生 産額 が平 均1.2%増 大す る こと,そ して 製造 原 価 が0.5%減 少 す

る こ とで あ る。 も しこれ らが 実現 され れ ば,中 央 委 員会 書記 局 決 定 に よ って

コ ンビナ ー トRobotronに 課 せ られ た マ イ ク ロエ レク トロニ クス,コ ン ビュ

ター の開発,生 産 さ らに輸 出の努 力 目標 は達成 され え よ う。

(4)当 コ ンビナー トの最 終 製品 の85%を コ ンピ ュ ター ・事 務 機 器 のみ な らず,

他 のエ レク トロニ クス消費 財,計 測機 器 等 を含 む マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス

関係で 占め る こ とに よ って,我 々が 開発 し生 産 した マ イ ク ロエ レク トロニ ク

ス の能 力 を我 々の生 産 の 中 に広 範 に導 入 し活 用す る。 これ に よ って生 産 に投

入 され る労 働 時 間 は30-80%減 少 し,原 料 費 用並 び に生 産 に必 要 なエ ネル ギ

ー も50%以 上 減少 し
,さ らに 開発 に要 す る時 間 は30%短 縮 し,し か も製 品 の

使 用価 値 は増 大す る こ とにな る。

以上 の 報告 の最後 に,ズ ィー ガー はDDR経 済 の復 権 を賭 け て最 先 端技 術 マ

イ クロエ レク トロニ クス 関係 部 門の生 産 を全生 産 物 の85%に まで 高 め る とい う

Robtronの 成功 こそが,1981年 ～1985年 の 五 ケ年経 済計 画 の成 功 につ なが るの

だ とまで 言 い切 って い る。今 か ら見 れ ば,こ の経 済計 画 は 実質 的 に最 後 の 五 ケ

16>当 時,DDRの 就労人口900万人のうちSED党 員は250万人であり,そ の比率は28%で あると

する情報 但鍋 κ"碑 η哲'1990年10195日 号)は,最 大のコンビナー ト・ロボトロンのSED

党員比率が18.1%と いう総裁の誇示する数値と照らし合わせるならば,検 討する余地があると思

われる。
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年 計 画1η と な っ た の で あ るが 。

3産 業構 造 の変動(197ユ 年 一1987年)

第2表 の1971年 と1987年 の工 業 各分 野 の統 計 を比 較す る と,注 目す べ き点が

三 つ あ る。 第 一 は,経 営 体 数 が エ ネ ル ギー ・燃 料 工 業(46→49),金 属 工 業

(39→42),給 水工 業(16→16)を 例 外 と して全 て の 分野 で大 幅 に減 少 して お り,

特 に織 物工 業 を含 まない軽 工 業(3523→743)と 織 物工 業(1244→168)に おい

て経 営体 裁 が 極端 に減 少 してい る ことで あ る。 この 政府 発 表統 計 の 中 に1980年

代DDR9済 の重 大結 果 の一つ を看て 取 る ことが で きる。 そ れ は,軽 工 業 一般

の経 営 体数 が4769か ら9ユ1に まで80.9%も 減 少 した事 で あ る。DDRの 「織 物

工 業 を含 ま ない軽 工 業」 は,非 金属 消 費 財 の最終 製 品 な らび に部 品 の製 造工 業

を指 し,具 体 的 に は,既 製 服,皮 革 ・靴 ・毛 皮製 品,ガ ラス ・陶磁 器,家 具,

楽 器,ゲ ー ム機 スポ ー ツ用 品,食 肉加 工品,菓 子 類,ア ルコー ル飲 料 な どを

製 造す る部 門で あ る。 これ らは本 来 的 に中小 企業 性 の部 門で あ り,当 初 の3523

の経 営 体 は県 指 導 型 工 業(BezirksgeleiteteIndustrie-BI)と して,県 経 済 評

議 会(Bezirkswir　 一schaftsrat-BWR)の 下 に人民 所 有 経営 体 と若 干 の個 人経

営 体 の 形 で 運 営 さ れ て い た。1960年 代 中期 まで は全 工 業 製 品 の約85%が この

BIに よ っ て生 産 さ れ て い たの で あ る。 さ らに,こ れ らの中 小企 業 の50%以 上

が カー ル ・マ ル ク ス ・シ ュ タ ッ ト(現 在 ケ ムニ ッツ),ド レー ス デ ン,ラ イ プ

ツ ィヒに集 中 して い た。 こ こに,従 業 員10名 の小 企業 まで 人民 所 有 経営 体 に統

17)1986年11月27日 にGesetzuberdenFunfjahrplanfurdieEntwicklungderVolkswirtschaftder

DDR1986bis1990が 発 布 さ れ た 。 そ の 内 容 は 以 下 の 通 りで あ る。 ①DDRの 発 達 した 社 会 主 義

社 会 の よ り一 層 の 質 的 発 展 をSEDの 綱 領 に 一 致 して 成 し遂 げ る。 ②2000年 を め ざ し,中 心 的 経

済 戦 略 と して の 経 済 政 策 と社 会 政 策 と の一 致 の 路 線 に よ っ て.DDRは 平 和 に 貢 献 し,人 民 経 済

の 躍 進 ・人 民 経 済 の 再 生 産 過 程 に お け る生 産性 と効 率 の 向 上 を 確 固 た る もの にす る。 ③ 指 導 の 発

展 と共 に 人 民 の 生 活 水 準 の 向 上 を 成 し遂 げ る 。 ④ 社 会 主 義 の 長 所 と科 学 ・技 術 革 命 と の連 繋 に

よ って 前3項 の 目標 達 成 を促 進 す る。 ⑤ 社 会 主 義 計 画 経 済 の 広 範 な 成 果 へ の 重 要 な 出 発 点 は コ ン

ビナ ー トに お け る 再 生 産 の 拡 大 で あ る。 ⑥DDRと ソ連 と の2000年 に至 る まで の 科 学 ・技 術 と生

産 の 分 野 に お け る長 期 の 協 力 関 係 を 強 化 す る 。 〔資 料)HerwigE.Haase,1沁 ∫慨'rε5`加ノ～∬y5-

to栩derDDR,Berlin,1990,S,240-298.
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合す る,い わ ゆ る 「中小企 業 潰 し」 の問 題 を抱 え込 む こ とにな った こ とが示 唆

され て い る。 この 様 な 中小 企 業 の 基 盤が ザ クセ ン地 域 で あ った こ とに よ り,

DDR体 制 の下 で ザ クセ ンが ベ ル リー ンに対 して抱 い て きた歴 史 的不 信 感 が増

大 した ことはい う まで もない161。

第二 に,1972年 か ら1987年 に至 る15年 間 を見 る と全 工 業生 産 額 に 占め る割 合

が増 大 して い る工 業 分野 は,エ ネ ルギー ・燃 料 工 業(5.5%→7.4%),化 学 工

業(14,0%→20.1%〉,金 属工 業(7,7%→9.4%),水 利 経 済(0.5%→0.6%)

で あ り,機 械 ・自動車 製 造工 業,電 子 ・電 気 ・精 密機 械 工業,軽 工 業,織 物 工

業,食 料品 工 業 で は減少 して い る事 がわ か る。特 に電 子 ・電 気 ・精 密機 械工 業,

す な わ ち マ イ ク ロエ レク トロニ クス関係 分 野 の全 工 業 生 産額 に占 め る比 率 の減

少(10.2%一 ・8.8%)と 機 械 ・自動 車 製 造 工 業 の更 に大 幅 な減 少(24.5%一 ・

20.2%)は,戦 略 的に主要 で あ る技術 集 約 的工業 分 野 で の相 対 的 な停 滞 を示 し

て い る と言 え よ う。先 に見 た,Robotron総 裁 ズ ィー ガー の ラ イ ブ ツ ィヒ報 告

の 内容 の 目標 は結 局達 成 され なか った こ とに な る。 これ が,電 子 ・電 気 ・精 密

機 械工 業17ユ億5900万 マ ル ク→468億1800万 マ ル ク,機 械 ・自動 車 製 造工 業411

億6700万 マ ル ク→1078億4200万 マ ル ク とい う生産 額 の 著増 の 蔭 に 隠れ た事 実 で

18)ザ クセ ンとベルリー ンとの対立がDDR崩 壊 の一因とな った ことについては,渡 辺 尚 「東西

較差」と 「南北較差」一 ドイツ的経済空間の指摘構造,田 中豊治等編r近 代世界の変容』

リブロポー ト,1991年,所 収,「DDR経 済 の南北較差」か ら多大の示唆を得た。 その要旨は次

のとお りである。①体制変革運動は南部のザクセ ン諸都市を中心に始まり,北 部 におけるよりも

南部 における体制変革意思の強さは1990年3月 ユ8日の人民議会選挙結果に現れたoCDUの 得票

率は全国平均41%で あ ったが,同 党が これ を上 回る得票率を挙げた選挙区はザ クセン,ザ クセ

ンーアンハル ト,テ ユー リンゲンであった,② 人口動態をみるとうイプッィヒは1950年 の617574

人か ら1988年 の545307人 に減少 し,東 ベルリーンはユ950年の118904人 か ら1988年 の1284535人 に

増加 している。変革運動が ライプツィヒを起点 としたことはうイブツィヒの衰退 と無関係ではな

い,③DDRの 「南北較差」は,中 央計画経済体制がベルリー ンへの集中投資の強行を可能 にし

結果的にはDDR経 済 の工業基盤であるザクセ ン,テ ユーリンゲンの収奪 を惹起 したことにもよ

る,④ ドイツ分割 によるエルベ水系の分断がザ クセン ・テユーリンゲンを世界市場から隔離 した,

⑤ ザ ク七 ン・テユー リンゲンはブランデンブルクを撃っためにBRDと 結託 しよ うとし,BRD

の各 政党はDDRに 圧力 をか け,DDRの 体制改革運動を一挙に 「統一運動」 に転嫁 した,⑥ 昨

日までの社会主義圏最先進国DDRの 経 済を 「計画の失敗」の典型例 と見倣すべ く体制認識の大

転換が起 こり,BRDの 「南」 も 「北」もDDRの ス クラ ップ ・アン ド・ビル ドによる膨大な需

要創設に期待を寄せている。
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あ る 。 で あ る か ら こそ,1981年 の 第10回 党 大 会 で ホ ー ネ カ ー は そ の 中央 委 員 会

報 告 の 中 で 「1970年 代 末 の 経 済 成 長 」 の停 滞 を認 め,経 済 困 難 の 克 服 を 宣 言 し,

こ の 克 服 の た め に は 「社 会 の 全 領 域 に お け る 党 の 指 導 的 役 割 の 絶 え ざ る 強 化 が

客 観 的 に不 可 欠 で あ る こ と」(DiestandigeErhdhungderfiihrendenRolleder

ParteiinallenSpharenderGesellschaftisteineobjektiveNotwendigkeit>を

強 調 せ ざ る を 得 な か っ た の で あ る19〕。 ま たRobotronの 成 功 こそ がDDR経 済

の 復 権 で あ る と断 言 し た コ ン ビ ナ ー ト総 裁 の 見 解 は,負 の 意 味 で 正 しか っ た こ

と に な る 。

第 三 に,1971年 か ら1987年 ま で の 工 業 経 済 全 体 に 占 め る各 部 門 の経 営 体 数 の

変 動 率 が,マ イ ナ ス11.4%(織 物 業 を 除 く軽 工 業)か ら プ ラ ス10.0%〈 機 械 ・

自 動 車 製 造 工 業)ま で の幅21.4ポ イ ン ト,さ ら に 生 産 額 の そ れ の 変 動 率 は マ イ

ナ ス4.3%(機 械 ・自 動 車 製 造 工 業)か ら プ ラ ス6.1%(化 学 工 業)ま で の 幅

10,4ポ イ ン トを 示 して い る の に 対 して,従 業 員 数 の 変 動 率 は,マ イ ナ ス2.0%

(織 物 業)か ら プ ラ ス1.7%(機 械 ・自動 車 製 造 工 業)ま で の 幅3.7%に 留 ま っ

て い る こ と で あ る。 ま た 第2表 が 示 して い る よ う に,工 業 生 産 額 は1972年 の 約

1679億Mか ら1987年 の 約5334億Mへ と218%の 増 加 を 見 せ た が,従 業 員 総 数

の 変 動 は1972年 の 約297万 人 か ら1987年 の 約323万 人 へ と8.8%の 増 加 を 示 し た

に 過 ぎ な い 。 工 業 経 済 に お け る 従 業 員 総 数 の 変 動 の 小 さ さ は,当 該 分 野 に お け

る 労 働 生 産 性 の 増 大 を 示 す よ り も,む し ろ 産 業 構 造 の 変 動 と経 済 政 策 の 重 点 の

移 動 に対 応 した 労 働 力 の合 理 的 移 動 が 十 分 に 実 現 しな か っ た こ と を示 唆 して お

り,過 去40年 間 漸 減 し続 け たDDR人 口20)を 埋 め 合 わ せ るた め の 外 国 人 労 働 力

移 入 な ど と 共 に 検 討 し な け れ ば な ら な い 課 題 の 一 つ で あ る。 い ず れ に し て も,

19>NeuesDeutschlandvom28.4.1981.こ の第10回 党大会で,ホ ーネカーは,1980年 代DDRの 経

済戦略10重 点項 目(社 会主義の長所 と科学技術革命の成果 との結合,労 働生産性の向上,製 品の

高品質化,合 理化の徹底 など)を 宣言したが,後 述す るようにこれは1970年 代 の経済停滞の裏返

しの表現であった。特 に1979-80年 の経済成長率の減退が確認 されていることが注 目に値ずる。

20)DDR人 口は1950年 の1860万 人か らユ987年の1661万1千 人にまで減少 した。Statistis`九85」融r'

buch1988derDDR,S.1.さ ら にw:'r'5`ん ψ ∫τσゴ55例5`hψvom6.1990.:J.Dorbrl2/J.

Roloff/W,Speigner論 文 「DDR人 口動向予測一過去 と現在」 は,1990年 か ら2010年 までに就労

人口は約13%減 少することを予測 し,し か も軽工業,繊 維工業,サ ーヴィス業,医 療業務など/
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労働 力 の合 理 的 配 分の 問題 はDDR1974年 憲 法第1条 の 「ドイ ツ民 主共和 国 は

労働 者 と農民 の社 会主 義 国家 で あ る」 と謳 った体 制 の形式 と内容 に肯定 的 に し

ろ否 定 的 に しろ関 わ って い るのは事 実 で あろ デ ㌔

4コ ンビナー トの労働 力 移動 機能

この よ うな労 働 者 の工業 分 野 別配 分 の 固定 化 傾 向 の中 に あ って,産 業 部 門 間

に お け る大規 模 か つ短 期 間 の労働 力 移動 機 能 を コ ン ビナー ト.が持 ってい た こと

の意 義 は重要 で あ る。 その具 体 的事 例 は,1987年2月LutherstadtEislebenで

開催 され たDDR科 学 アカデ ミー経 済研 究科 学協 議 会大 会 の報告2'」に見て 取れ

＼の部門に高い比率(86%)を 占めている婦人就労者の今後の減少は,こ れらの部門への男性労働

力の移動,そ して男性労働者の平均賃金よりも25%も 低い女性労働者の平均賃金を生み出してい

る協定賃金Tadnohnシ ステムの改正の必要を余儀なくするだろうと指摘している。(812頁 一

また,今 後の高年齢就労者比率の増大を20-30才 の就労人口をユ00とおいて,次 のように813頁)

予測 していた。
1990年2000年2010年

40-59才 就 労人口85%99%117%

13%18%19%60才以 上就労人口

次のような報告 もある.松 本穣治民 園 羊工・餌 アリ・グ ・プラン陣 業本部営業本また,

は,DDR9在 通算10年 間のプラント建設の経験報告の中で 「東独の買い付け公団部長付部長)

の責任者は東独にはマ ンパワーが不足 していると説明 していたが……市場経 済に移行 してみると,

議 なことに各工場が膨大な余剰人口を抱えていることが.わ炉ρで き津 レ牟。騨 劇脳さ一『ンパ不思

ワーは不足 していなか った のです。」 と指摘 してい る。(エ ンジニア リング ・フォーラムNo

「旧東独の現状 と将来について」40頁)20・21.合併号1991春季.

21)1979年 の コ・ビナー ト令第一韓 八条第一項`よ 「社会主難 は特に経1斉法 と労働法賄 効 に適

用されるべ きである」 と規定 している 〔註24参 照)。 労働関係は労働契約によって成立するのが

通常で あった。労働契約 によって成立 した期 限 の定 めの ない労働 契約 の解消 は解 約契約

(Aufhebungsvertrag),一 方 的意思表示による解約,ま たは即時の罷免 によって行われた。DDR

で は社会の利益 と個人の利益とは一致 しなければならないとされていたから,労 働関係の消滅 も

経営体と勤労者との合意でおこなわれるべきであるとされた。経営体のほうから解約契約を申し
立 って労働契約の変更契約 または配置転換契約(Uberleitungsvertrag)それ に先込む場合には,

の申込み をしなければならない。配置転換契約 とは従来の経営体 と勤労者 と他の第三経営体 との

三面契約であって,勤 労者が第三経営体 に職場 を移すことを契約の内容としている 〔労働法五三

条)。 経営体 による解約 には一定の理由がなければ ならず,ま た事前に管轄 の労働組合指導部の

同意を得なければな らない(労 働法五七条一項)。 一定の理由とは労働法五 四条二項,三 項 によ

ると,① 生産の変更 ・構造の変更 ・場所計画または労働力計画の変更による必要,② 勤労者が合

意された労働をなすに適 しない こと,③ 労働契約のか瑕疵が除去され得ないことである。判例は

これ らの一定理由の構成要件を厳格 に解す るので,経 営体による解約は実際上制限された。(山

田 晟rド イツ民主共和国法概説 上」東大出版会,1981年,327頁 ～339頁 参照。)

22>Wゴ ァ富`ゐ4〆ヒ∫"f∬θη5fゐ4'vom6.1987.S,801-871.
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る。 当大 会 の テー マ は 『社 会 的労 働 力活 用 と全 般 的強 化 の理 論 上 な らびに 実際

の 諸 問題 』 で あ り,共 催 は労働 経 済 組 織 問 題協 議 会 とVEBMansfeldKombi.

natWilhelmPiekで あ った。

まず,『 経 済 戦 略課 題 と しての 労働 力 の合 理 的利 用』 が報 告 され,1990年 代

に お け る労 働 者の 絶対 数 の減 少 に も係 わ らず,工 業 と建 設業 の コ ンビナ ー トは

業 績増 大 を達 成 しな けれ ば な らな い こ とが 主張 され た271。次 に,『VEBMans・

feldKombinatWilhelmPiekに お け る労 働 力 の 投 入 と合 理 的 活 用 』 がKarl・

heinzJentsch24〕 当 コ ンビナー ト総 裁 によ って報告 され た。 報 告 の主 内容 ぽ次 の

通 りで あ る。

〔1)VEBMansfeldKombinatWilhelmPiekの 概 要 。

当 コ ン ビナー トは,DDR非 鉄 金 属 工 業 の 中心 で あ り,従 業 員 数 約48000

名,内18000名 が1つ の 基 幹経 営体 の労 働者 。 コ ンビナ ー トは1つ の 基幹 経

営 体 と13の 独 立 経 営体 か ら成 立,13の 独 立経 営 体 は10県 と25以 上 の郡 に分布 。

(註:DDRは,Bezirk県15,Stadtkreise都 市 郡28,Landkreise地 方 郡191,

Gemeinden町 村7583よ りな る。)主 要 生 産 品 は ,① 銅,ア ル ミニ ウム,そ

して これ らの合 金 の半 製 品。② 粉 末 冶 金製 品。③ 軽 ・重板 金 パ ッキ ング。④

アー ク放 電技 術 とプ ラステ ィ ック溶接 技術 を応 用 した 溶接 器具 。 得 意専 門技

23)Ebenda,S.803-814.報 告 者 はHeinzHanspach(労 働 経 済 組 織 問 題 協 議 会 長,Dresden中 央 労

働 研 究 所 長)で あ る。 当 報 告 の 他 の 主 た る 内容 は,ω 「経 済 戦 略 課 題 と して の労 働 力 の 合 理 的 利

用 」 ① 労 働 生 産性 向上 を 発 展 速 度 の 全 般 的 強 化 に よ っ て 速 め る こ と。 こ の た め に 決 定 的 な の は,

科 学 技 術 革 命 の 遂 行 と重 要 技 術 の 開 発 ・導 入 。 ② 電 子 工 学,コ ン ピ ュー ター,精 密 な 生 産 プ ロ

ジ ェ ク トな ど に よ る 人民 経 済 の構 造 転 換 で あ る 。{2肚 会主 義 生 産 関 係 の 完 成 に 決 定 的 な 役 割 を 果

た す の が コ ン ビナ ー トの 活 動 と発 展 で あ る 。 コ ン ビ ナ ー トは,人 民 経 済 の 業 績 増 大 の事 実 上 の担

い 手 で あ り,社 会 主 義 計 画 経 済 の 背 骨 で あ る。VEBMansfeldKombinatWilhelmPiekは,労

働 力 の 管 理 と計 画,労 働 の 科 学 的 組 織 化,労 働 条 件 の 改 善 に 対 して 長 期 的 に 取 り組 ん で きた 。 社

会 主 義 社 会 に 於 て は,人 間 の 利 益 と欲 求 の 充 足 を 中心 に置 した 科 学 技 術 革命 の 貫 徹 が な さ れ る。

人 間 は 決 して 新 しい 技 術 の 「付 属 品AnhAngsel」 に な って は い け な い。

24)Karl-HeinzJentsch;1921年Lauterbach生 ま れ。 父 は 木 材 商 人 。LeipzigのRealgymnasium

卒 。194Z-44年 兵 役 。1947年Leipzig大 学 卒 〔経 営 学 士)。1946年LDPD入 党 。1947/48年

LandeseigneBetriebeSachsen-Anhalt勤 務 。1948/49年VEB会 計 検 査 信 託 部 。1951-55年 通 商

部 。1955・57年 会 計 主 任oユ957-67年 工 場 長 。1967-88年VEBMansfeldKombinatWilhelm

Piek,Eisle総 裁(22年 間)。1958-90年DDR一 ソ 連 友 好 協 会 理 事 。1963-67年 人 民 議 会 代 議 員 。

1988年 退 任 。(Werwarwe,一DDR,Berlin,1992,S,211.)
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術 は高 炉 シ ャフ トと工業 設 備 の製 作 。 工 業 製 品生 産 の10%が 消費財 生 産 と消

費財 生 産 部 品供給 。具体 的製 品 はエ ナ メ ル塗装 の容 器 と食 器類,手 動 ボー リ

ング機,鉄 製 家 具,自 転 車 車輪 な どで あ る。

VEBMansfeldKombinatWilhelmPiekとVEBNE.Metallkombinat

Hettstedtの 合併,金 属 採 掘 ・加 工 各 経 営 体 の統 合 に よ って 非 鉄 工 業 が 結 集

され,銅 とア ル ミニ ウム の一貫 生 産 ラ イ ンの形 成条 件 が作 り出 され た。 これ

らの経 営体 は,国 内原料 の採 掘,輸 入原料 の加 工 と精 製,ビ ル ト ・イ ン可 能

な非 鉄 半 製品 まで 手 掛 け る。 製 品供給 先 は特 に電気 ・電 子,消 費財,機 械 製

作 の各 工 業部 門 で あ る。

(2)労 働 力 の合 理 的移 動.

1970年 以後,当 コ ン ビナ ー トは労 働 者 の解 雇Freisetzungと 採 用Gewin-

nungを 扱 う科 学 的労 働 組 織 構 想 と具 体 的措 置 計 画 に着 手 した。 この 間 に

12000名(全 従業 員 の%に 当 る)以 上 の 労働 者 が人 民経 済 の別 部 門 に移動 さ

れ た 。 移 動 先 は,軽 金 属 工 場Nachterstedt,銅 ・銀 製 錬 所 。FritzBeyling"

の銅 ・針 金 ・鋳 造 ・圧延 工場,消 費 財製 造工 場,高 性 能 の合 理化 手段 製作経

営体 な どで あ った。

当 コ ン ビナ ー トは,SEDXI党 大 会決 議 に沿 い,1986年 一1990年 の社会 的

第7表 手工業 における経営体 と従業員数

1950 1953 1957 1958 1965 1971 1972 1977 1985 1987

置人所肩 303821 259086 231536 209337 146764 111723 105728 85111

ー

PGH 一 47 295 2107 4198 4480 2779 2771 2732 2719

PGH% 一 0.00 0.13 1.02 2.78 3.86 2.56 2.55

個人所有 858329 792892 795035 669829 368463 340637 322418 251426

ー

PGH 一 1364 10361 79926 205263 260102 130962 149673 162158 162389

PGH% 一 0.17 1.29 13.5 35.8 43.3 28.9 37.3

臥 所有 4728 6037 8460 8401 7513 8973 8910 8675 11,515 12691吐
⊥

産
菖隅

PGH 一 9 127 644 5046 9465 4624 5793 8035 8783

PGH% 一 0.2 1.5 7.1 40.2 51.3 34.2 40.0 41.1 40.9

PGH(ProdukdQnsgenossenschaftdesHandwerks)

(資 料)5ε αf5`館 幡 」α加 δ麗`耐9884εrZ)DR,S,34.
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労働 力 の投 入 と効 果 的活 用 の長期 構 想 を新た に作 成 した。 この構 想 の主 要 な

目標 内 容 は,①6425名 の労 働 力 の 移動6②3630万 労働 時 間 の 削 減。 ③

15100の 生 産 労 働 現場 の改 組 。④ 労 働 障 害 物6350件 の 除 去。 ⑤ 生 産 従 業

員 と生 産準備 従 業 員 の都合 に合わ せ た 従業 員構 造 の改 革 。⑥ 欠勤 時 間の減

少 に よ る生 産労 働 基 金 の8.5%増 加 。⑦ 専 門労働 者 と大 卒 ・専 門 学 校卒 幹

部 の 占 め る比 率 向 上,半 熟 練,不 熟練 労働 者 の占 め る比 率低 下 に よ る従業 員

の質 の高 度 化2%⑧ 生産 高 賃 金制 の段 階的 導 入 に よ る業績 重視 賃 金政 策 の

有 効性 の向上 で あ った。

この よ うなDDRの ほぼ 全土 を覆 う1コ ンビナー トVEBMansfeldKombi-

natWilhelmPiekの もつ 諸 機能 を見 た場 合,1つ の問 題 が 提 起 さ れ よ う、,そ

れ は,特 に伝 統 的手 工 業 の強 い 地盤 であ るザ クセ ンにお け る1980年 代 の手 工 業

な ら び に 建 設 部 門 の 半 国 営 企 業,個 人 経 営 企 業,手 工 業 生 産 協 同 組 合

(ProduktionsgenossenschaftdesHandwerksPGH)の 人民 所 有 化 に よ るVEB

の 激 増(第7表 参 照),す なわ ち,コ ン ビナ ー トへ の編 入 も し くはVEBの 新

設 によ る産業構 造 の改変 と重 点 地域 の移動 が ベ ル リー ンとザ クセ ンの伝統 的対

立 に どの様 な効果 を もた ら した のか,と い う問題 で あ る。

そ して,全 体 の理 解 を深 め る{府鰍 図 と してDDR中 央指 導 計 画経 済 の展 開過

程(1945年 一一1986年)を ま とめた ものが 第8表 で あ る。

25)1腕 π5`h4∫ μ!ゴ558π5`んの「'vom6.1987.S,806.

全 従 業 員 に お け る職 業 訓 練 教 育 経 歴 者 の割 合

1960年1986年

大 卒 幹 部Hochse』ulkadeτ2,6%7.7%

専 門 学 校 卒 幹 部Fachschulkader3,0%13.6%

マ イ ス タ ーMeister2,1%4.O%

熟 練 労 働 者Faeトarbeiter31.5%60.5%
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第8表DDR1945年 ～1986年 中央 指導計 画経 済 の展 開過 程

発 展 段 階

(スローガン)

政治過程

SED

党 大 会

党会議

人民経

済計画

経済改革

1945 1946

反フ7シズム民主

輪 の開館

糠 卸

量磁 治

勧 保持

,農塘改

革。N軍

事期.

SPD+

KPD⇒

SED.

耽 け

チスの財

敵 収.

1党 大会

民族の真

の国家利益.経 済.

文化、政治の自由。

1947 1948 1949 1950 1951 1952

li二

i反・・シズ・i反 ・・シズ・i

… 民主馴蝿 軸 嚇i
……

欧樋 興

計醗 表

.第

1回 ドイ

以 民大

錦 催.

2党大会

労働運動

4姻 共

同占領終

止。

晒Fイ

ツ樋 貨

改革.

Ulbr

icht

配 長一

1971

年.DD

R頗.

の料学的基喫として

のマルキシズム。

1党会議

政治局設

置。

社会主義革命の嗣始

1953 1954 1955

…
二

…

…
'

SEDt

内一酷

体曜 立

o

コメコン

加盟。

ベルリー

瑠 定に

よる醒

域内賜

に関する

餉 飾

根 舗

、全独国

略 鎗

由駆 挙

提案,

社会主荏の基盤建設

1956 1957 1958

ヨ

…

;

;

;
'

全国デモ

.ス1一

輝 顛圧

.西 側へ

の逃亡3

9万 人.

対嘱 償

982爵

隙 て終

結。SE

D西ぺ選

挙惨敗.

w条的軍

に豹.

東独

掴 家条

敵 て主

権髄.

社会主義の基盤拡大建設

3貫大会

舳論 2見会議

ス柱 義

の糠.

4駄 会

集団指導

フルシチ

聖フのス

タ刊 ン

批欺 て

SED自

己批判。

面踊 統

一提案
。

反スター

IlンHa

rich

有罪判決

3覚鍛

社会撞

陣営連帯

食朝品配

給廃止。

VSE

D党大会

ウルカ

ヒ囁 利

,'
r'
ほ ほ

ほ じ

3ヵ月単位i垣 期部分経…6カ月単位
'「
ノ コ

ほ コ

】年計画 ∋済計画(3…計画
'r

ほ ロ
ほ コ

iカ月単位)i

ii
Fr

騒の政党◎中央委員

会ZK発足,

体銅..労.農.知 識人の続

合。ドイツ人は一つの侃にr

5党大会

一人当り

の消費財懐用kてB

RDを 榎茸しょう1

iil'

2カ 年計画.工 業生iI5カ 年計11951～1955年gl

iil

.産35実 、労爵生産i工業生産50鬼 、労鱈生産性60瓢 の向上にて厩前水i
二1ゴ

A30%向 上目標。…準目顔目標。原料産業、重工芙に重点.「 険約せよ」'

iii

「II5カ 年計画1956 -60年

1959年7カ 年計画移行。工業

生産50瓢 荊費財生940%目 標

ロ ア
ド ノ
コ ニ

ノ

私的資本所有の磯壊(S闇ADに よる重要工場の刻ヒ学.電気.機嫌製造部門の基盤の拭充.転手被災と解体による損失と不平等の一婦。農業経菌のi
戸'
　 コ
ノ ド

接載→ソ連の所有.雌下資源の人民所有比.100h;強 調的集中化.国家参加軽書体(BSB}.農 婁脇目置合(LPG)、 手工業生産協同組合(PGi　 け二
二

以上の展嬉の無霞暇容.その冤が小作人、尾が国へ。iH)の劇設による社会化の促進。]メコン加盟による強力な対ソ経済紐奇の擢進.…
,F,ρrr,r



A

208(404) 第151巻 第4・5・6号

[945 1946 1947 1948 1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958

指 導 と計 ソ 連 軍 硬 斤

…

i閣 僚

…

評議会 らSEDの指導下に人民会議の直接委任を得て国章理秦の統一的遂行の指口.

画の国家 州の行岐 中央の Fイツ闘 類 △二 Deuts
…
三計酪 国家 計画 委員会StaatUche P[arnkoロmission

…
各庁 行政各庁 the w irtschaft Mff (改年團に亘る人民畦漬計画の連行を指尋噛 邑離する咀の中心開.

中央機関 Kom面sslon DWK

二

:Plan

…

1958f-6 1年工婁各ORわ って工業指導 ) SPK

上級指導
…

…
酬 の 帳 監督 工縮 工業 各省 (重工婁漫は髄; 肛勲 図 曾

:

…
踊 各各各冨庁

機関 ;
二

頼監酪所 中央酷刑督各官庁 Hauptverwaltungen

…

二 ;

中級指導 ;
` 酬 の工婁

V V B …vv

二
B 畑頒 VVBw体 亀 VEB瞳 直接に工婁各省に匿嘱 VV B

…
;闇 支局 人民鮪 径舘 飴口 畑 鋤性嶺) .工場並σに経宮体の狩組絆部相互間の雁宮瞑目

機関
…

…

(船 体的性格}
…

= 協定1による'ノ連モデルの計i崔 濟の運行 ●

二 …

=

経営体 45年 全企業熱 民訴靴 、私iVEB(VVBの 鵬 支部) W助 立聞鞄 .設甑 金請群脳鏡有, >E B 人民所構 官林 1
有零幽産韮.ソ 達占有に3区 分

;
二内1万の中小手工桑等を統A口 ■計醜 行漢定権畑 . 1952年 以後国家財政の一口 955年 以匿国家への前段温和

三
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発 展 段 階

(スローガン}

政治過程

SED

党 大 会

党決議

人民経

済計画

経 済改革

1959 1960

齢主蘭

虫産関係の勝利

索莫肱フ

欄 会議

.ベ ルリ

ン並σに

Fイ フ閏

題決裂.

Piec

k大縞頓

死.加

ガ ヒ1

国家㍊

会議長に

1961 1962 1963 1964 1965
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7カ 年計画1959-65年 ①磯匿と笹緬の近代化.浸 艦{ヒ.㊥1菜中心嬉i5カ 年計画!966-70年.エ 業生産b5%,7,5カ 年計画 工97

のi正 配分.O覗 場嵯業貝の生産アイデアの語用.経 宮体の計画遂行義覇の…働生産性140器 向上目陰.重 点、石油化学.エ レク…1-75年.工 業生産
ダ ド

契約魑結.④社台主義的作業班運動㊦5見大会標語実現,1963年 ヒ碗稟i}ロニケス,部市建設.RGW内 でのDDR人 足径浸i134鬼 向上目標'「'「
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年嘲67年)葭 葉、サービス.手工葉を計iレ キシプ彫i　.VVBの 自主厳重権拡大.VEB話 影 画経済簾用.イ デオロギーと覚の重裡,6… 入,住 宅廷
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　 　 ダ
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r"
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指導 と計 目ツ駐鼎国齢舗 Ministerrat der DDR (議長.鵬 の齢 長、調駆大殿詠て5年雄 離 して選漁 る.
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画 の 国 家

.
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指導 と計

画の国家

中央機関

上級 指導

機関

中級指導

機関

経営体

1973 1974 1975 1976 1977 1978 亘979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986

閣 僚 会 議 〔1971年 甜Stoph澗 諏Sinderman砲11各.關30名.76年 一86職 長Stoph副 甑Kroli

ko冒ski亀LO名.国 億32名.86年6月 議長Stoph唱 酬議長KrQliko騨ski他10そ の内SED7呂.NDPD.L.DPD.CDU.

DBD各1呂_閣 僚32名 そのNSRD29名.しDPD.CDU.DBD各1名.閣 蟹評議会の実質的決建権蔵ばと頓わけ議長にあり、その多くの洩定は

人民会議の貫目を昼要とするb議 長自身によ,て 作康され、議長の責任竃て遂行される.この事は人民会議と政尉との里離を喜味するものでは無い.)

国 家 計 画 委 員 会11976-80年 蹴 て騨 蜘 緬 力 ジ・ク1に滑風 鰍 足腰 韓 れその舶 の重職 婿 舛 鮫.1981

-85年 に於ては中央指導強化ホ計画の揮咳と遂行にあたる各怪済畳目の責任を看六させ,SPKb中 央計iの請負婁音曲性嶺を強めた,1986年 以降に

持ては社会主義本来の利虐の生産面での実現の為に}撮な計i内富加誠r「錯誤されてきたが長闘に亘,て耐え得る物は窪く.それ砿束Fイフ最後の5カ年計

画1986曜90年 計iに於ける計画の菅尾一貫駐と包晒柱の欠凶即ち.各経済指導霞目そして昌経爵単位の喧騒法定権曜の明白な法坦定の欠切となる.}

工 業 各 省1{1986年)一 鋪 娃 鹸 鰻 ・輸送腰鳳製造盲、 県指導工婁.娼 工業省.化 学躁 雷、 電子庵 盟 購 、 醸 活

金.カ リ盲.ガ ラス・陶磁蓋工業晋,百 歳・エネルギー省.蛭 エ婁雷、 重鳳腫・設圃要造省、 作莫機・工作脅櫨製作百の10各.

〔径面訴巨浪定道程】 見指導部'閣僚会議{珪 済理藁基本的渓定)⇒ 図案計画委員会〔計画案作成}⇒ 各省.VVB,コ ンビナー1〔計画累をVEB

に説明)⇒VEB{契 約の旧干鰯との巴議し.計画粟を匪重目の討温に付し.中央の計画案よりも優秀な対案を作腹}.VEB法 定計画砿連ユー

スkて 、各露髄VVR、 コンビナート(計画修正」⇒ 国家計画委員会(計 画修正}⇔ 国母会組〔計画陛正)⇒ 人民会』(議決)⇔ 法律.

VVB.法 的、崔溝前にも捜立単位である加.決 定権醍ぱ弼体化.

コ ン ビ ナ ー ト ,

'兀

決定権展螢化,経雪像爾の計画移管潅層所有}夏霞の経済の邑六

二
ニコ ン ビ ナ ー

二研究闘晃から販士

ト;各 経営体の末平的ならσに垂直的縫合姉.

に至るまでの系統的指導遷宮をなし、科学肢緬置屋の梶蓬 、

.旧 鰯崖路の改善、喩出増大、僕給の齪良等を計る,

1972年 私有企婁は工婁塗生産に診て1.3瓢 魑建設IIに 於て0 .9気 を占めた加VEBは エ婁夏島生産に於ては1971年83.1累 加ら1972年

94.9毘 を占める.そ して最縛的に]ン ビナートに統合されたVEBは 亀虫産調に於て1981年96.5鑑 を占めるに至る.V巳Bコ ンビナートは隆済

的会計馴(WirtschaftlicheRechnungsfUhrung腰 立隈算鋼)を 簾用し、VEBの 支出費用、販売高、価格等の記暢にて

紐支決算を明白にしてその科益の大部分を自己の吻とする加その損失の場合には原餌として国はそれを嶺壊す5事 はない.VEBコ ンビナートが国に支払う

bのは生産基金撹Produktinsfondsabgabe=〔 基本資金の医暫裕+実 質的滝通資金)×O,06.さ らに資本基金展等がある

。国軍吸入の許60鑑 茄VEB支 払金である.基幹コンビナー　経営体のD【rektorはGeneraldi【-ekto【.と してコンビナー　を指導。

(資 料)HansGeorgLehmann,αroη 置.ゐ4σDD尺1945/49占 置.shmte,Munchen,1987;Hen

mannWeber,κ 伽 πεG甜`'`置'`ん 」ε 爵7DDR,EditionDeutschhlandArchive,KO[n,1988;

HartmutZtmmermann,DD尺 魚 ηゴ∂匹 ん,1,II.K6[n,1985;&口 細`1.schesJahrbach1988

4εrDDR;WolfgangHei【 耳ich5,」 融r6脚 んfurpolitischeokonomie,Akademie・Verlag,

Berlin,1988;&夢zゴ4'蛇 ビ5`んyb～ 衙 勧 鵡 ゐψ,VedagDieWirしschaft,Berlin,1989;Groom

Helm,TheEastGermanEconomy,London,1987.

(付 記)ド イ ツ 統 一(1990年)過 程 に 入 る1987年 以 降 のDDRの 展 開 に つ い て は 別 の 機 会 に 譲 り

た い 。


